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第 2 章では，2014 年徳島大雪災害における地元建設企業等の災害対応について徳島県内の建設
会社等にヒアリング調査を行い，災害復旧の際の自治体と地元建設企業等における効果的な協力
体制を構築するための課題を抽出した． 
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第 1 章 序論
(2) 本論文の構成 
本論文は，6つの章で構成しており，各章の概要は以下に示すとおりである． 
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第 2 章 2014 年の徳島大雪における地元建設企業等の災害対応
a) 建設企業 







































































































































目的 平成 28 年熊本地震における地元建設企業の災害対応の実態を把握すること 
地区 熊本県，熊本市，阿蘇市 
対象
（一社）熊本県建設業協会事務局          事務局長：1 名 
（一社）熊本県建設業協会熊本支部         専務理事：1 名 
（一社）熊本県建設業協会阿蘇支部     支部長，副支部長：4 名 





























































































































































































































































































































































































































































































 公務災害は，地方公務員法第 45 条（公務災害補償）に規定され，具体的な内容は地方公務員災
害補償法第 1 条にあり，公務上の災害と通勤（労災では非適用）による 2 つの災害が適用される．
つまり，公務員の場合は，労災保険法の適用される労働者よりも管理者による拘束性が強く，それ
だけ通勤途上にも使用者の支配力の及んでいる場合が多いという考え方に準拠する． 





















2011 年 3月 11日に発生した東日本大震災で被災し，死亡又は行方不明となった東北三県（岩手


























































（一社）熊本県建設業協会政策局（事務局）       ：2 名 
（一社）熊本県建設業協会熊本支部事務局        ：1 名 
（一社）熊本県建設業協会阿蘇支部  支部長，副支部長：4 名  















































































































































































































































































































































課題は深刻であり，平成 30 年 7 月豪雨でも，総社市内の冠水した道路で交通規制に当たっていた












































国土交通省四国地方整備局技術事務所    ：１名 
（一社）全国建設業協会  事業部     ：１名 
（一社）徳島県建設業協会 事務局     ：１名 
期間 
H 31 年 3 月 27 日（国） 
H 30 年 6 月 1 日，31 年 1 月 30 日，4 月 30 日（全） 



































北海道 宮城県 秋田県 栃木県 群馬県 埼玉県 
 
千葉県 東京都 神奈川県 山梨県 新潟県  
 
長野県 岐阜県 静岡県 三重県 富山県 石川県 
 
福井県 滋賀県 京都府 兵庫県 奈良県  
 
和歌山県 鳥取県 島根県 岡山県 山口県 
 












岩手県 茨城県 大阪府 広島県 高知県 福岡県 
 































埼玉県 千葉県 神奈川県 山梨県 新潟県 
 
三重県 富山県 滋賀県 島根県 岡山県 
 








北海道 宮城県 秋田県 栃木県 静岡県 
 
















 一方，災害補償への対応を建設企業の労災保険等に一任している協定は 12 件，災害補償につい
ては協議事項と規定している協定は 11 件であった．前者の場合，災害現場の 前線で一般的な安
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第 5 章 災害協定に基づく緊急出動業務時の労務災害補償等のあり方
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第 5 章 災害協定に基づく緊急出動業務時の労務災害補償等のあり方
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